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1 はじめに
本稿では，WiFiの電波強度変遷を用いた大学や研
究機関における実験室内の環境測定手法について，こ
れまで著者らが行ってきた取り組みについて包括的な
報告を行う．
大学や研究所等の自由な研究環境と安全管理がト
レードオフの関係になっている．一般に，産業界にお
ける製造工程では予め規定された各工程の操作手順
に基づいて作業が行われるのに対し，大学や研究所の
実験環境では試行錯誤的に作業が進められ，個々の作
業には作業者個人の自由度が最大限取り込まれている
ことが多く，作業工程の正常な状態を一義的に定義す
ることが難しい．これが，定常作業を主とする産業界
での事故予防や事故対策をそのまま大学や研究所の実
験研究に適用することが難しい理由の一つであると考
えられる．すなわち，産業界の安全管理をそのまま大
学等の実験環境に適用した場合，自由な研究環境が妨
碍される，もしくは制限を受けることがあると考えら
れる．
このような背景から，研究機関における実験室の安
全性を論じるためには，実験が行われる「場」，作業を
行う「人」，そして作業に必要な「モノ」の 3つの要素
間の複雑な関係性を定量的に把握し，実験室を 3つの
パラメータから構成されるシステムとして明確化する
必要があるとされている [1]．著者らのこれまでの取り
組み [2, 3]では，これら 3つのパラメータのうち，主
として作業を行う「人」と実験が行われる「場」に着
目してきた．「場」における「人」の動線を定量的に把
握するためにWiFiで用いられている 2.4GHz帯の電
波強度の変遷を観測し，その時系列的変遷が示す特異
的なパターンを類推するために機械学習を用いた．実
験の結果，「場」における 3種類の基本的な「人」の動
線を 95%以上の確率で把握できることが示唆された．
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2 実験の内容
実験は 3つのパートに分けて行った．一つ目の実験
は人やモノの動きによって電波強度が変化することを
確認した．二つ目の実験は電波強度の変化が顕著に検
出できる環境について確認した．最後に機械学習を用
いて得られた電波強度の変遷が分類可能であることを
確認した．
2.1 電波強度の確認

図 1: 機器の配置

電波の可視化指標とし
て RSSI (Received Signal

Strength Indicator)を用い
た．WiFiで利用されている
2.4GHz 帯の電波を送受信
する無線機器（SONAS株式会社製：UNISONet Clas-

sic）2台を図1のとおり設置し，機器間を「人」「紙」「金
属」が通過した場合に生じる電波状況の変遷を RSSI

を通じて観測した．金属が機器間を通過した際のRSSI

の遷移を図 2に示す．結果より機器間を通過する物体
に対する電波の透過性によって RSSIが顕著な反応を
示すことが明らかとなった．

図 2: 金属の通過による遷移状況

2.2 センサの設置環境
次に顕著な反応が得られる無線機器の設置位置を検
討した．具体的には２つの機器間の距離および設置高
について，それぞれ「2，4m」と「0.8，1.2，1.6，2.0，
2.4m」の各組合せにおけるRSSIの変動状況を測定し
た．結果を図 3に示す．これは機器間を「人」は通過し
た場合の電波状況の変遷を示している．この結果から，
有意な電波強度の変化が捉えられるのは．高さ 1.6m，
距離 4mであることがわかる．よって，以降の実験は
本実験結果より得られた設置位置で行った．
2.3 機械学習を用いた分類
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図 3: RSSIの状態遷移

図 4: 生成画像

本節では，実験室内の人
の動線を把握するための予
備実験として，「機器間で人
が停止」，「機器間を人が通
過」，「機器間に何もない状
態」の 3つの基本的な状態
における RSSIの変動状況
を測定した．各機器は厳密
な時刻同期を行いながら，
概ね 13Hz のタイムスロットで電波を発出している．
また，1回の実験に概ね 3分間の観測期間を設けてい
ることから，測定データとして約 2300行のレコード
が得られる．これらのデータは，シリアルケーブルで
接続された PCのストレージに CSV形式のテキスト
ファイルで保存される．このファイルに記録された電
波強度の観測値は空中線電力の強弱を示す dBmWで
記録されている．電波強度の変遷におけるダイナミッ
クレンジをカーネル密度推定を用いて確認したところ，
完全に 8bit以内に収束することが確認できたため，得
られた観測値を 8bitにスケーリングしたうえでグレー
スケールの画像データに変換した．変換された画像を
図 4に示す．この画像は「機器間を人が通過」した際
のデータから生成されたものである．RSSIの変化とし
て，画像中央付近に帯のようなものを目視することが
できる．得られた 3種類の画像データはCNN（Convo-

lutional Neural Network）を用いて分類した．それぞ
れの動作パターン各 400枚合計 1200枚の画像データ
を作成し，学習用に 900枚，検証用に 300枚を利用し
た．なお，学習モデルの実装には pytorch version1.8.0

を用いた．また，計算処理の効率化のために CUDA

Toolkit version11.8.89を用いたGPUプラットフォー
ムを準備した．図 5に正解率の変遷を示す．概ね 9割
以上の正解率が得られていることがわかる．よって，
今回構築した学習モデルは，画像化された RSSIの変
遷を適切に分類できるものと考えられる．
3 今後の方針
これまでの実験では，電波強度の変遷を得るために
利用した無線機器は 2台のみであったが，これを複数

台に増やすことによって，機器間のトポロジを検討す
ることができる．例えば 3台の無線機器を用いた場合，
機器間のトポロジを構成するエッジ数は 2または 3と
なり，「人」の動線把握を行うパラメータと組合せが台
数の増加に伴って漸増する．また，今後は「場」にお
ける「人」の動線だけなく，「モノ」の動きにも着目す
ることを検討している．具体的には，マルチモーダル
センシングを用いた実験室内の実験機器の動作状況に
伴う実験室内の温度や照度，湿度，さらには音源等の
時系列的な取得を行うことを計画している．「人」の動
線と合わせ，マルチモーダルセンシングによって得ら
れたセンシングデータの変遷を一連のコンテクストと
して取り扱う．すなわち，これらのコンテクストを言
語的に解釈するために自然言語処理の手法を準用する
ことによって，実験室内の経時的な環境変化を「似た
文脈」とした「似た環境変化」と同義に扱いモデル化
が可能であると仮説する．

図 5: モデルの訓練状況
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